大阪府立学校の管理運営に関する規則の制定について
（大阪府立高等学校等の管理運営に関する規則からの主な変更点）
１　校長と教育委員会の関係、権限と責任の所在の明確化
　　学校経営計画、教育計画等をはじめとした様々な事項について策定・決定等を行う際の校長と教育委員会の関係、権限と責任の所在について、関連法規に沿った、より明確な表現となるよう改めるほか、新たな条文を加える。

　≪新規条文≫
（教科用図書の採択）
　第10条　高等学校において使用する教科用図書は、学校教育法（以下「法」という。）第62条において準用する法第34条第１項に規定する教科用図書から、
校長の選定を踏まえ教育委員会が採択する。

≪変更条文（例）≫
	変更案
	（学校経営計画の提出）
第６条　校長は、教育委員会と協議して、大阪府立学校条例（平成二十四年大阪府条例第八十九号。以下「学校条例」という。）第七条の規定に基づく学校経営計画（以下「学校経営計画」という。）を策定し、前年度の三月三十一日までに教育委員会に届け出なければならない。ただし、教育委員会が特に必要と認める場合については、学校経営計画の変更を命ずることがある。

	現　行
	（学校経営計画の提出）
第４条の３　校長は、教育委員会と協議して、学校の中期的な目標、当該目標を踏まえた当該年度の重点的な目標、当該重点的な目標を達成するための取組の方策、評価指標等を定め、毎年三月三十一日までに学校経営計画を教育委員会に届け出なければならない。


　　
２　生徒の休学等の期間について
　　休学手続きをしている生徒が、不条理な取扱いにならないよう、所要の改正を行う。

	変更案
	（休学）
第28条　高等学校の生徒の休学の期間は、引き続き二年を超えることができない。
2　生徒が前項に規定する休学の期間を経過してもなお復学できないときは、退学させるものとする
3　休学の手続きをしない生徒が登校しない場合、正当な理由がある場合に限り、二年間は、不登校の一事をもって退学させないものとする。
4　生徒が前項に規定する期間を経過してもなお復学できないときは、退学させるものとする。

	現　行
	（休学）
第20条　高等学校の生徒の休学の期間は、引き続き二年を超えることができない。
2　生徒が前項に規定する休学の期間を経過してもなお復学できないときは、退学させるものとする。



３　首席、指導教諭、教務主任、事務部長等に対する監督権限
　　校長及び准校長が首席等を「指揮監督」していることを明記する。
	変更案（例）
	第31条
3　首席は、校長又は准校長の指揮監督の下、学校運営を助け、その命を受け、一定の校務を整理し、生徒の教育をつかさどる。

	現　行
	第22条の５
3　首席は、校長の学校運営を助け、その命を受け、一定の校務を整理し、生徒の教育をつかさどる。


　上記のほか、32条（指導教諭等）、36条（教務主任等）、39条（事務部長等）、44条（寮務主任等）、46条（自立活動主任）についても、同趣旨の改正を行う。
４　条文の構成の見直し
　　昭和32年の規則制定以来、90回を超える改正が行われ、部分的な条項の削除・追加が繰り返される中で、規則全体の構成がいびつになっていたため、適正な構成となるよう、条文の並べ替えを行う。
これまで、採択の都度、確認していた教科用図書の採択の手続きについて、本規則において明記するもの。





学校経営計画の策定については、府立学校条例第7条で「校長が定める」こととされているが、地教行法第23条の教育委員会の管理権限が及ぶことから、教育委員会に変更権限があることを明記するもの。


また、9条、12条、13条、14条、37条、38条、43条、44条、46条についても、同趣旨により教育委員会に変更権限があることを明記するもの。





現行規定では、留学や病気など休学事由に該当するにもかかわらず休学手続きをしない生徒の規定がなく、休学手続きを経て休学している生徒との均衡を確保するため、休学手続きをしない生徒の登校しない期間の上限を設ける。








